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１ いじめ防止に関する本校の考え方 

（１）基本理念 

   ①いじめは、どの生徒にも起こりうることを踏まえ、生徒が明るく心豊かな学校生

活を送ることができる、いじめのない学校をつくるために教職員一丸となってい

じめ問題に取り組みます。 

   ②いじめは犯罪その他重大な人権侵害となり得る行為であり。決してしてはならな

いものであることをすべての生徒が認識し、お互いの人格を尊重し合える態度を

養います。 

   ③いじめに関する事案への対処については、いじめを受けた生徒の生命及び心身を

保護することが重要であることを認識しつつ、学校、地域住民、家庭その他関係

者の連携の下に行います。 

（２）いじめの定義 

「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等

当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を

与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為

の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。  

（いじめ防止対策推進法第２条）   

     本校ではこの「いじめの定義」に関わらず、いじめを訴えてきた生徒の立場に立

ち、生徒を守るという信念の下、事実関係を確かめ、対応に当たります。 

 

２ いじめ防止に関する基本的姿勢 

（１）教職員の姿勢 

   ①生徒一人ひとりが自分の居場所を感じられるような学級経営に努め、生徒との信

頼関係を深めます。 

   ②思いやりの心や命の大切さを育む道徳教育や学級指導の充実を図ります。 

   ③「いじめは決して許さない」という姿勢を教職員が持っていることを様々な活動

をとおして生徒に示します。 

   ④生徒や保護者からの話を親身になって聞く姿勢を持ちます。 

（２）校内体制について 

   ①いじめ対策委員会 

構成 

学校長、副校長、生徒課長、厚生課長、教育相談課長、学年長（３） 

学科長（４）、養護教諭 

実態調査・把握 対応 

担任、生徒指導課、学年長 

養護教諭 

副校長、担任、生徒指導課、学年長 

養護教諭 



  ②いじめ対策委員会の役割 

    委員会は、実態把握・相談活動の充実を図り、生徒や保護者の思いや情報が得ら

れるよう努めるとともに、職員の指導力向上、いじめ未然防止・早期発見、いじめ

が起きた場合の適切かつ組織的迅速な対応を目的に、次の取組を行う。 

   【具体的取組】 

    ○いじめ対策委員会の定期的開催 

    ○いじめ未然防止の啓蒙活動（ポスター掲示、プリント作成） 

    ○いじめ問題の取組を保護者・地域へ発信（啓発・協力要請） 

    ○外部相談機関との連携 

    ○実態把握アンケートの実施・分析 

    ○定期的な職員間の情報交換 

    ○職員研修の企画・運営（事例研究等） 

 

３ いじめの未然防止・早期発見について 

   校内の指導場面 

クラス 学年 教科 生徒会 部活動 

・ＨＲ活動 

・個別面談 

・三者面談 

・日常の観察 

・学年集会 

・学年だより 

・学年会 

・日常の観察 

・授業での観察 

・担任との連携 

・生徒指導課 

との連携 

・学校行事 

・委員会活動 

・啓発活動 

・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動 

・部員間の把握 

・顧問面談 

・担任との連携 

・生徒指導課 

との連携 

（１）いじめの未然防止 

①「いじめは決して許されないこと」という認識を、すべての生徒が持つように様々

な活動の中で指導する。 

②規律正しい態度で授業や行事に主体的に参加・活躍できるようにし、集団の一員と

しての自覚の育成を図る。 

③教職員間において「いじめは絶対許されない」という共通認識を持ち、いじめ防止

の校内研修会の実施や職員会議をとおして共通理解を図り、組織として対応する。 

④保護者および地域に対して、いじめ問題の取組についての理解を図る。 

（２）いじめの早期発見 

  ①個人面談や三者面談を通じて、生徒が担任に相談できる時間の確保、雰囲気作りを

する。 

②スクールカウンセラーによる教育相談を有効に活用する。 

③アンケート調査を定期的に実施し、生徒の人間関係や学校生活の悩み等の把握に務

める。 

④日常の生徒の様子を見守り、生徒に関する情報について教員同士の共有化を図り、

必要に応じて保護者と連携しながら対応に当たる。 



（３）年間計画 

月 生徒指導計画 面談・実態調査 校内研修 いじめ防止の

ための会議 

評価計画 

４月 全校集会   第１回いじめ

対策委員会 

計画・目標の

作成、確認 

５月  個人面談 

 

   

６月  三者面談 

 

校内職員 

研修 

  

７月 全体講話 生徒アンケート

調査 

   

８月   

 

   

９月   校内職員 

研修 

第２回いじめ

対策委員会 

中間評価 

10 月 保健講話  

 

   

11 月  生徒アンケート

調査 

校内職員 

研修 

  

12 月 全体講話  

 

   

１月   

 

   

２月  生徒アンケート

調査 

 第３回いじめ

対策委員会 

年間評価 

３月   

 

  報告 

 

４ いじめに対する措置 

（１）いじめに関する情報があった場合 

  ①いじめと疑われる行為を発見した場合は、その場でその行為を制止する。  

②生徒本人や保護者、情報提供者から「いじめではないか」との相談や訴えがあった

場合には真摯に傾聴する。  

③どんな些細な兆候であっても、いじめの疑いがある行為にはきちんと関係生徒から

事実確認を行う。その際、被害生徒の人権を守ることを最優先とし、心身のケアな

ど必要な対応をする。また情報提供者に不利益が生じないように配慮する。  



④いじめ問題の重大性を全教職員が認識し、速やかに学年主任・生徒指導課長に報告

していじめ対策委員会として情報を共有する。  

⑤事象の調査の段階では、双方の言い分を公平に、丁寧に聴き取る。加害生徒に対し

ては先入観と予断をもって臨まないように注意を払う。加害生徒が複数に及ぶ際は、

個別に聴き取りを実施して、一人ひとりの関わり方の整合性を確認する。  

⑥事実確認の結果、被害・加害の保護者への連絡については、担任等関係教員が速や

かに行い、事象内容により直接会って経緯を説明する。その際に人権侵害の事実と

その問題点、学校の対応状況を丁寧に伝えて、納得と協力を得る。 

⑦いじめを見ていたり、同調したりした生徒に対しても自分自身の問題として捉えさ

せる。いじめを受けた者の感情についてよく考えさせる。いじめを見て見ぬ振りを

することもまた許されない行為であることに思いを至らせる。 

（２）ネット上のいじめへの対応 

  ①パソコンや携帯電話、スマートフォン等の利用に関して、マナーやルール等につい

て生徒や保護者に協力を依頼する。 

  ②インターネットやソーシャルネットワークの特殊性による危険性について、最新の

情報を把握し、様々な場面を通じて生徒や保護者に啓発する。 

  ③情報モラル教育を積極的に進め、関係機関との連携をすすめる。 

  ④インターネットやソーシャルメディア利用によるいじめを認知した場合には、書き

込みや画像の削除等の迅速な対応を図るとともに、事案によっては警察や法務局等

の関係機関と連携して対応する。 

 

５ 重大事態への対応 

（１）重大事態とは（いじめ防止対策推進法第２８条） 

    いじめによる生徒の生命、心身または財産に重大な被害が生じた疑いがあると認め

るとき。 

  ①生徒が自殺を企図した場合 

  ②身体に重大な傷害を負った場合 

  ③金品等に重大な被害を被った場合 

  ④精神性の疾患を発症した場合  

（２）重大事態への対処 

  ①重大事態が発生した際は、県教育委員会に迅速に報告する。 

  ②県教育委員会の指導・助言の下、専門的知識を有する第三者からなる組織を設け 

調査する。 

  ③重大事態が発生したことを真摯に受け止め、全校生徒及び保護者に対してアンケー

ト等を行い、事実関係を把握し、調査委員会に速やかに提出する。 

  ④いじめを受けた生徒及び保護者に対しては、学校として説明責任があることを自覚

し、真摯に情報を提供する。 



６ その他 

開かれた学校となるよう、いじめ防止等についても本方針をはじめ、積極的に情報発 

信するとともに、家庭や地域等からの意見も聴取することに留意する。 

（１） 校務の効率化 

①教職員が生徒と触れ合う時間を最大限確保できるよう、事務の効率化に努める。 

②一部の教職員に過重な負担がかからないよう組織的取組を行い、全職員で対応でき

る体制を整える。 

（２）学校評価 

①いじめの実態把握や適切な対応が促されるように目標を設定し、生徒・保護者から 

のアンケート調査や教職員の自己評価を行い、その結果をもとに改善に取り組む。 

②この基本方針は本校の状況に応じて、いじめ対策委員会において点検・見直しを進 

め、適切に改訂を行う。 

  



校内いじめ対応組織図

発見 日常観察、生徒・保護者からの訴え

情報を得た職員

学級担任・学年主任等

副校長

【いじめ対策委員会】

①事案の報告、共通の理解

②調査方針、分担割り

③調査班編成
　 事案の状況により、メンバー決定

④事実関係の把握、報告
　 ２名以上の教員で当該生徒に事実確認
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　感情を高める
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　与えない
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　強い指導

・決して許されない
　行為と認識させる

被害者側
・方針を伝え、対応の
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　説明
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